
（本国等への帰国が困難な技能実習生等に係る取扱い）
本国への帰国が困難な（元）留学生や（元）技能実習生等について，帰国できる環境が整うまでの間，就労が可能な「特定活動（６か月）」等の在留
資格により，本邦での在留を認めている。
○本国への帰国が困難な元留学生
「特定活動（就労可）」が約１万１，４００人，「特定活動（就労不可）」が約１００人（令和３年３月１日時点・速報値）
○本国への帰国が困難な技能実習生
「特定活動（就労可）」が約３万６，９００人，「特定活動（就労不可）」が約１，７００人（令和３年３月５日時点・速報値）

（解雇された技能実習生等に対する雇用維持支援）
新型コロナウイルス感染症の影響により，解雇された技能実習生等に対し，一定の条件の下で最大１年間の就労が可能な「特定活動」への在留
資格の変更を認めている。
解雇された技能実習生等で自力で再就職先を探すことが困難な外国人に対して，必要に応じてマッチング支援を行うなどの措置を講じている。
○「特定活動（就労可）」が４，２６５人，うち在留資格変更直前の在留資格が「技能実習」であった者が２，０７６人（令和３年３月８日時点・速報値）

帰国困難な在留外国人等に対する在留資格上の特例措置

在留外国人への相談・情報提供等の支援
（一元的相談窓口の機能強化）
・地方公共団体が運営する一元的相談窓口において新型コロナウイルス感染症に関する情報提供・相談対応のための特別な対応をする場合，外
国人受入環境整備交付金の交付限度額を通常の運営費と合わせて交付限度額の倍額（運営事業）まで認める特例措置を講じている。

（ＦＲＥＳＣヘルプデスクの開設）
・外国人在留支援センター（ＦＲＥＳＣ／フレスク）では，ＦＲＥＳＣヘルプデスクを開設し，多言語（日本語を含む１４言語）・フリーダイヤルで，新型コロ
ナウイルス感染症の影響により生活に困っている在留外国人等からの電話相談対応を行っている。

（外国人生活支援ポータルサイトにおける情報集約）
・新型コロナウイルス感染症に関して関係省庁等が発信する情報を，外国人生活支援ポータルサイトにおいて取りまとめて提供している。

（情報発信の強化）
・外国人専用HP内容の充実（同HPに共生施策に関する意見を多言語で受け付ける「御意見箱」を設置），当庁HPやTwitter・Facebook，メール配信
サービスによる出入国，在留，生活支援等情報の迅速な発信等，外国人に対する情報発信を強化している。

◎ 出入国在留管理庁においては，上記等を通じて，在留外国人の方々が情報過疎にならず，必要な情報に円滑にアクセスできるよう対応している。

資料１
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により本国等への帰国が困難な外国人に係る在留諸申請の取扱い

留学生

技能実習
修了者

解雇等された元技
能実習生等

令和２年
４月20日 「特定活動（１年・就労可）」への在留資格変更許可

特定技能制度における特定産業分野に就労可帰国が困難な
技能実習修了者

令和２年
９月７日

対象の拡大

「特定活動（６月・就労可）」への在留資格変更許可

「特定活動（６月・週28時間以内のアルバイト可）」への在留資格変更許可

令和２年３月２日～
「特定活動（３０日・就労可）」）

※従前と同一の業務・機関

※令和２年に教育機関を卒業した者を対象
※令和２年10月19日以降，「除籍・退学」した者も対象に追加令和２年

５月21日

令和２年
３月2日

約11,400人

約36,900人

従前と同一または関係する業務，同一又は異なる機関に就労可

令和２年３月２日～
「短期滞在（３０日）」

令和２年４月３日～
「短期滞在（９０日）」

【取扱いの変遷】

【取扱いの変遷】
令和２年４月３日～
「特定活動（３月・就労可）」

※従前と同一の業務・機関

令和２年４月27日～
「特定活動（３月・就労可）」
※従前と同一の業務，
同一又は異なる機関

令和２年５月21日～
「特定活動（６月・就労可）」
※従前と同一の業務，
同一又は異なる機関

短期滞在 令和２年
３月２日 【取扱いの変遷】

令和２年３月２日～
「短期滞在（３０日）」

令和２年４月３日～
「短期滞在（９０日）」

「短期滞在（90日）」の在留期間更新許可
※令和２年12月１日以降週28時間以内のアルバイトを許可

その他の
在留資格

令和２年
５月21日

「特定活動（６月・就労不可）」への在留資格変更許可
※令和２年12月１日以降週28時間以内のアルバイトを許可

【取扱いの変遷】
令和２年３月２日～
「短期滞在（３０日）」

令和２年４月３日～
「短期滞在（９０日）」

対象者 制度開始日 措置の内容 実績
（令和３年３月１日）

約4,800人

約11,100人

約4,200人

【現行】

【現行】

【現行】

【現行】

２
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在留資格変更前の在留資格別の内訳

○令和３年３月８日現在，４，２６５人（速報値）に対して「特定活動（就労可）」を許可。

○転職先の分野としては，飲食料品製造業（1,５７９人，約3７％）や農業（１，０３２人，約2４％）が上位を占め

ている。
「特定活動」への変更許可件数の推移

（人） 合計４，２６５人

建設
523

介護
338

その他

793 飲食料品
製造業
1,579

農業

1,032

転職先の分野

（人）

（人）

在留資格 許可件数

技能実習 ２，０７６

特定活動 １，７０６

短期滞在 ２４０

留学 １２６

その他 １１７

合計 ４，２６５

国籍 許可件数

ベトナム ２，７４７

中国 ３９５

ミャンマー ３３７

インドネシア ３１５

フィリピン ２８１

その他 １９０

合計 ４，２６５

国籍別の内訳

３



分類 相談割合 主な相談内容

在留関係 約５割 帰国困難時の在留資格について，収入減少時の資格外活動について

出入国関係 約１割 再入国のために必要な手続について，１４日間の自宅待機について

生活関係 約３割 生活支援策について，労働問題について

その他 約１割 ヘルプデスクへの質問，通訳依頼

ヘルプデスク相談実績等

○相談実績 ： 約２，０００件
【内訳】

新型コロナウイルスの影響で生活に困窮
したり，在留資格のことで不安になった
外国人の方からの電話相談を受け付けま
す。

相談者の状況に応じて活用できる行政
サービスや在留手続に必要な情報を案内
します。また，必要に応じて三者間通話
による多言語での案内も行います。

ヘルプデスク利用の流れ（イメージ図）

FRESC内の他機関と連携した法律相談や
労働相談にも対応しており，相談者に対
して多角的できめ細やかな対応を行いま
す。

※本内訳については，1回の電話で複数の分類についての相談を受けた場合，該当する分類にそれぞれ１件として計上している。

４



ハローワークにおける外国人新規求職者数の推移

（出典）ハローワークシステムから抽出したデータを特別に集計（全国計）
（単位：人）

○ ハローワークにおける外国人新規求職者数（在留資格計）の前年同月比は、昨年１月から１～２割程
度高い状態で推移し、６月に急激に上昇して1.9倍となった後、 1.06倍まで低下したが、直近では
1.25倍となっており、依然として注視が必要。

○ 求職者の大部分は、身分に基づく在留資格（永住者、日本人配偶者等、定住者等）が占めている。
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身分に基づく在留資格

その他（留学生、特定活動等）
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● 専門相談員による職業相談や、外国人求職者の希望や経験等を踏まえた求人情報の提供など、個々の求職者の状況に応じ、きめ
細やかに対応。
⇒ 職業相談員を増員し、離職を余儀なくされた外国人求職者等の早期再就職に向けた相談支援等を実施

２．外国人求職者に対する相談支援体制

● 外国人雇用状況届出に基づき、事業主に対して、外国人材の適正な雇用管理改善のための指導・援助等を実施。
⇒ 就職支援コーディネーターを増員し、外国人を雇用する事業所に対して、各種助成金の活用等による雇用維持のための相談
支援等を積極的に実施。

１．外国人を雇用する事業主に対する相談支援体制

● ハローワークの職業相談窓口に通訳員を配置するほか、14か国語に対応した電話通訳サービスや多言語音声翻訳機器の活用に
より、多言語に対応した相談支援体制を確保。
⇒ 通訳員の増員や多言語音声翻訳機器の追加配付により、多言語相談支援体制を強化。

● 事業主・労働者向けに各種支援等を記載したリーフレットを多言語（14言語）や「やさしい日本語」に翻訳。HP掲載やSNSに
よる情報発信等を通じた周知・広報を実施。
⇒ 引き続き、事業主や労働者と接するあらゆる機会を通じて、多言語による積極的な情報発信を実施。

３．多言語相談支援体制・情報発信

当
初
予
算

＋

第
１
次
補
正

第
２
次
補
正
等

● 雇用保険など離職時に必要な手続き等の情報をリーフレット、動画、HP等でわかりやすく周知するなど、外国人求職者への多
言語での情報発信を更に強化。

● 来所が困難な外国人求職者からの相談に対応するため、現在、日本語で対応しているハローワーク・コールセンター について、
多言語に対応するため機能を拡充。 ※第３次補正では通訳員の更なる増員を図り、窓口相談体制についても一層強化。

多言語相談支援体制・情報発信について更なる強化

外国人労働者に係る相談支援体制等の強化
外国人を雇用する事業主に対する雇用維持のための相談支援や、外国人求職者に対する相談支援への対応のため、ハローワークにお

ける専門相談員等の配置等を通じ体制を強化するほか、外国人労働者に対し雇用等に係る情報を迅速かつ正確に提供するため、多言語
での情報発信体制を整備する。

令和２年度予算額（補正予算含む） ３１億円

● 外国人が応募しやすい求人の開拓や改善など、職業相談を強化することにより更なるマッチングを促進する。
※外国人雇用に前向きな企業の開拓や業務で求められるコミュニケーション能力の丁寧な確認など、好事例を全国のハローワークに普及する。

職業相談業務等の改善によるマッチングの促進（運用改善）

６



特定非営利活動法人 国際留学生協会 向学新聞留学生関連ニュース 2021年1月7日
（令和３年３月12日現在、インターネット上で公開されている内容）

ハローワーク新宿 留学生対象アルバイト面接会を開催

2020年12月24日と25日、ハローワーク新宿の主催で、留学生対象のアルバイト面接会が開催された（場所：外国
人在留支援センター）。コロナ禍の影響で、アルバイトがなくなり困窮している留学生が多い状況を受けて、求人企
業とのマッチングの機会を提供しようと企画されたもので、留学生を対象としたアルバイト面接会は全国で初。コロ
ナ対策のため事前予約制で人数を絞っての開催となったが、7企業（求人数34名分）が参加し、留学生24名が参加、
当日中に6名の留学生が内定を得た。

面接会の開催告知にあたっては、ハローワーク新宿の窓口
やウェブサイト、近隣日本語学校への戸別訪問や、厚労省や
関係省庁を通じて大学や外国人支援団体などへの周知も行っ
た。

今回の面接会で特筆すべき点としては、普段のハローワー
ク新宿の利用者はほとんどが中国籍の外国人だが、窓口では
ほとんど見られないベトナム出身の留学生も多数参加してい
たことだ。一部の留学生にとっては、ハローワークは就職活
動以外は利用の機会がないと認識されていたり、相談をする
には敷居が高い印象を持たれている。身近なアルバイトの問
題をきっかけに敷居が下がり、仕事に関する情報収集や相談
などでも、ハローワークの活用が増えることが期待される。

また、今後のアルバイト面接会の実施について、担当者は
「他の地域にも、生活に困りアルバイトを探している外国人
の方は多くいらっしゃる。今回の新宿での開催事例を、ニー
ズのある地域のハローワークとも共有し、地域ごとに適当な
形式などを検討した上で、積極的に求人を紹介したい」と話
す。

留学生対象アルバイト面接会の様子（写真提供：ハローワーク新宿）

新型コロナウイルス感染症の影響を受ける留学生への就職支援

７



法務省関連ＨＰ

帰国困難な留学生
「特定活動(６か月・就労可)」
週２８時間以内のアルバイト可

対象：「留学」の在留資格を有していた
帰国困難者(卒業の時期や有無を問わない)

「特定活動（６か月・就労可）」
週２８時間以内のアルバイト可

対象：2020年に教育機関を卒業
した帰国困難者

帰国困難な技能実習生で
あって、要件に合致する
就職先の内定があるとき

「特定活動
(30日・就労可)」
対象：技能実習修
了後、実習と同一
の業務・機関で就
労する帰国困難者

取扱いの変遷

新型コロナウイルス感染症の影響下での在留資格の取扱いの変遷について

10月19日～

短期滞在者
（観光等、上記の区分に当
てはまらないもの）

「特定活動
(3か月・就労可)」
対象：技能実習修
了後、実習と同一
の業務、同一又は
異なる機関で就労
する帰国困難者

２月28日~

コロナの影響で
・解雇等された技能実習生、
・帰国困難な技能実習生、
・解雇等された就労系資格者、
・内定取り消しをされた留学生等
であって、要件に合致する就職先
の内定があるとき

「特定活動（最大１年・就労可）」
対象：解雇等された技能実習生等
で、特定産業14分野で就労する者

４月20日~

「特定活動（最大１年・就労可）」
対象：解雇等された又は実習を修了
し、帰国困難な技能実習生等で、特
定産業14分野で就労する者

８月12日~

９月７日~

４月27日~

「特定活動(６か月・就労可)」
対象：技能実習修了後、実習と関係
する業務、同一又は異なる機関で就
労する帰国困難者

５月21日～

「特定活動
(3か月・就労可)」
対象：技能実習修
了後、実習と同一
の業務・機関で就
労する帰国困難者

４月３日~

帰国困難な技能実習生であって、
上記の内定がなく、生計が困難な
場合に、アルバイトを行うとき

５月21日~

「特定活動（６か月・
就労不可）」

「特定活動（６か月・就労不可）」
要件（※）を満たせば、週28時間以内
の資格外活動（アルバイト）が可能

12月１日~

※①現在有している在留資格で就労ができないこと
②帰国が困難であること
③在日親族や所属機関からの支援が見込まれない場合
など、帰国するまでの生計維持が困難であること。

「短期滞在（90日）」
要件（※）を満たせば、週28時間以内
の資格外活動（アルバイト）が可能

12月１日~

「短期滞在

（30日）」

２月28日~

「短期滞在

（90日）」

４月３日~

＜上記の在留資格、在留期間の基本的な見方＞
●基本 「短期滞在（９０日）」 ●特定活動の場合 「特定活動（６か月・就労可）」

↓ ↓ ↓ ↓ ↓
在留資格 在留期間 在留資格 在留期間「指定書」により就労が

認められているかどうか

「短期滞在

（30日）」

２月28日~

「短期滞在

（90日）」

４月３日~

「短期滞在

（30日）」

２月28日~

「短期滞在

（90日）」

４月３日~

現行の取扱い

「特定活動
(6か月・就労可)」
対象：技能実習修
了後、実習と同一
の業務、同一又は
異なる機関で就労
する帰国困難者

５月21日~

（参考）出入国在留管理庁公表資料を基に厚生労働省職業安定局において作成

８


